
 

国際交流事業助成金交付要綱  

   

（目的） 

第１条  公益財団法人沖縄県国際交流・人材育成財団（以下「財団」という。）は、地域における国

際交流の振興を図るため、市町村又は民間団体（以下「国際交流団体等」という。）が行う国際交

流事業に対し予算の範囲内で助成金を交付するものとする。 

 

  （助成金の交付対象事業） 

第２条 助成金の交付対象事業は、国際交流団体等が単独若しくは共同で実施する国際交流事業で

次の各号に定めるものとする。ただし、機会均等を原則として、市町村が実施する事業より民間団体が

実施する事業を優先する。 

（１）海外事情知識普及のための海外文化講演会、展示会、弁論大会等 

（２）国外からの留学生、研修員、訪問団員等との交流会及びホームステイの受け入れ等 

（３）県民と在留外国人との相互理解・親睦のために行う交流会及び語学講座等 

（４）その他、財団の事業の範囲内で財団の理事長（以下「理事長」という。）が認める事業 

（５）前４号について、次のいずれかに該当する場合は助成対象としない。 

ア 営利を目的とする事業 

イ 実施による成果が市民的な広がりがなく特定の者にのみ寄与すると認められる事業 

ウ 実質上助成事業者と異なる者に対して助成する結果となる事業 

エ 宗教活動又は政治活動を目的とする事業 

オ 事業総額の半分以上が本財団の助成金で占められることとなる事業 

カ 県内に住所を有しない国際交流団体等が実施する事業  

ただし、海外の県系人で組織する団体が実施する事業で、本県から事業参加がある事業及

び県外の県系人で組織する団体が県内で実施する事業を除く 

 

  （助成金の交付限度額） 

第３条 助成金の交付限度額は、次の各号に定めるところによる。 

（１）国際交流団体等が単独で実施する事業 １件につき10万円 

（２）国際交流団体等が共同で実施する事業 １件につき20万円 

２ 理事長は、特に必要があると認めたときは前項の規定に拘わらず、これを増額することができる。 

 

  （助成の申請等） 

第４条 助成を受けようとする者は、6月30日までに、国際交流事業助成申請書（以下「申請書」とい

う。第１号様式）を理事長に提出しなければならない。 

 

２ 理事長は、特に必要があると認めるときは、前項の申請書の提出時期を変更することができる。 

 

 

 



 

  （助成の決定等） 

第５条  理事長は、国際交流団体等から提出された申請書の内容を審査し、助成の可否及び助成額

の上限を決定するものとする。 

２  理事長は、前項の規定による助成の可否及び助成額の上限について、申請者に通知するものとす

る。 

 

  （助成事業の内容変更、廃止、及び中止） 

第６条 国際交流団体等は、助成事業の内容を変更、廃止又は中止する場合は、その理由を記載した

書面を理事長に提出し、事前にその承認を受けなければならない。 

 ただし、内容の変更については、変更が軽微なものと理事長が認める場合は、これを省略することがで

きるものとする。 

 

  （助成金の流用の禁止） 

第７条 申請者は、この要綱の規定により交付される助成金を助成の対象とした経費以外の経費に使

用してはならない。 

 

  （助成金の交付） 

第８条 申請者は、助成事業を完了し、助成金の交付を受けようとするときは、事業完了の日から起算

して１０日以内に助成事業実績報告書・助成金交付申請書（第２号様式）を理事長に提出しな

ければならない。 

２ ただし事業の実施は1月末日までとし、助成事業実施報告書・助成交付申請書を１月末日までに

提出しなければならない。 

３ 理事長は、助成事業実績報告書・助成交付申請書を受理した後、内容を審査し、その交付すべき

助成金の額を確定して、申請者に交付するものとする。 

  ただし、実績報告の内容が、申請書の内容（要綱第６条の規定による内容の変更後を含む。）と

著しく異なるときは、助成金の減額又は助成の決定を取り消すことができる。 

 

  附  則  

１ この要綱は、平成１２年４月１日から適用する。 

２ この要綱の施行前に財団法人沖縄県国際交流財団によって行われた手続き及び 契約等について

は、なお有効であり、この要綱の施行日以降、公益財団法人沖縄県国際交流・人材育成財団が

継承する。 

 

附 則 この要綱は、平成17年４月１日から施行する。 

附 則 この要綱は、平成29年４月１９日から施行する。 

附 則 この要綱は、2019年4月1日から施行する。 

附 則 この要綱は、2020年4月7日から施行する。 

附 則 この要綱は、2021年4月1日から施行する。 


